






Type Thesis or Dissertation
Textversionnone
Kyoto University
 （ 続紙 １ ）                             



































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
本論文は、フランス公務員法における参加の問題について、日本の勤務条件法定主
義に対応する原理である官公吏関係法令規律原理と、労働者参加原理との相克の観点
から、学説や法令の変遷を詳細に跡付けつつ検討を行うものであり、堅実なアプロー
チに基づく優れた水準の業績であると評価できる。 
 第一に、官公吏関係法令規律原理について、第三共和政下の学説や判例の展開を丹
念にたどり、また、当時発展途上にあった公務員組合の実情をも検討の射程に入れる
ことにより、官公吏関係法令規律原理が、急進的な組合の伸長を抑制するとともに、
公務員の権利義務を保障するという両義性を有していたことを明らかにしている。 
 第二に、労働者参加原理については、それが、20世紀前半において資本主義の矛盾
が顕在化する中で台頭した社会的デモクラシー論を背景に第四共和制憲法によって採
用され、さらにそれが公務員法制にも適用されたという経緯があること、及びその具
体化として労使代表型諮問機関法制が発達してきていることを丹念に整理している。
 第三に、21世紀に入ってからの公務員参加制度の改革の経緯を詳細にたどり、官公
吏組合と政府当局との間で締結される協定の効果について規定が置かれたことや、労
使代表型諮問機関法制の改革が行われたことを肯定的に評価する。また、官公吏関係
法令規律原理と参加制度との調整を考える際の核心的な問題として、協定への法的効
力の付与の問題を考察する。本論文は、こうした制度改革の意義として、特に、選挙
における多数派の意思から公務員の権利利益を適切に擁護するという点を重視してい
る。 
以上のような点は、日本の公務員法制を考察する際にも示唆を与える。とりわけ、
多数決主義的な政治傾向と参加原理との対抗関係に関する指摘は、ポピュリズム的な
観点に流されがちな日本の近年の公務員法制の状況に照らしても示唆的であり、重要
な指摘であろう。 
 もっとも、本論文には課題も残されている。まず、上記のような制度が形成されて
きた歴史的展開については、その性格上、法理論や判例・法令に加え、広く政治状況
や社会の領域における背景事情や議論状況をも踏まえつつ考察することによってその
実相が解明されうるところ、本論文の考察はこうした点には十分及んでいない。ま
た、日本国憲法の解釈論に対する具体的な示唆を得るためには、さらなる検討を要す
る点がある。とはいえ、これらの問題は、いずれも今後の研究の進展によって、検討
が深められることが期待できる。 
以上の点により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成29年2月8日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果、合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
